
1 

平成 25 年 11 月 25 日 

平成２６年度予算編成方針等について  

 予算編成過程の透明化、見える化を進める一環として、「予算編成方針」と各部か

らの予算要求期限時点における「予算要求額」を公表します。 

１ 平成２６年度予算編成方針について 

  予算編成方針については、１０月７日に各部課長あてに通知するとともに、各部

の管理職と各課の予算編成担当者を対象に「平成２６年度当初予算編成説明会」を

開催しました。 

２ 平成２６年度予算要求状況について  

一般会計における要求状況を集計すると、歳入総額２７１億９，１６６万５千円、

歳出総額２９３億２，２９０万８千円、差引２１億３，１２４万３千円の歳入不足

となっています。 

今後は、各部からの要求内容を精査した上で、平成２６年１月にかけて予算案を作

成します。 

（担当）財政課 財政グループ  電話（０５３１）２７－８６０１ 
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２５田財第２０２号 

平成２５年１０月７日 

 部 課 長 各位 

総務部長 藤井正剛  

   平成２６年度の予算編成方針について（通知） 

 このことについて、田原市財務規則第５条の規定に基づき、下記のとおり通知しま

す。 

記 

１ 財政見通し 

我が国の経済は、輸出の持ち直しや経済対策等の各種政策の効果により、緩やか

に回復しつつある。政府は、来年４月からの消費税率引き上げを表明したが、あわ

せて大規模な経済対策の実施を検討するなど、デフレ脱却と経済再生へ向けて全力

で取り組んでいる。 

本市においては、合併算定替えの終了に伴う交付額の減少、将来の施設更新に係

る財政需要等の課題がある一方、法人市民税をはじめとする市税収入に回復の兆し

がみられる状況となっている。 

２ 予算編成の基本方針 

景気が上昇し、人・モノ・情報等の動きが活性化することで、地域に新たな活力

を生み出す機会が急激に増加することが見込まれる。こうした機会を的確に捉える

ことで、総合計画の目標である将来都市像の実現につなげ、「地域の自立」に向け

５年、１０年先を見据えた確かな道筋をつけてゆく必要がある。このため、懸案と

なっている課題の解決に加え、交流の拡大、情報発信の強化など、特に強化が必要

な施策を見極め重点的に取り組んでいく。 

あわせて、将来を見通した健全な財政運営を確保するため、財源の確保を積極的

に進め、優先度の高い事業を厳選する「選択と集中」を一層徹底する。 

また、事業の計画立案に当たっては「市民の参加と協働」を前提とし、事業内容

への反映（既存事業の見直しを含む。）を行うこととする。 

３ 重点施策 

  平成２６年度予算編成においては、次に掲げる各施策を優先度の高い重点施策と

して展開する。 

  ・地域の安心安全の向上 

  ・ふるさと人材の育成 

  ・地域の活力創出 

・快適で賑わいのある市街地づくり 
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４ 予算編成方法 

  平成２５年度に引き続き「個別査定方式」を採用することにより、全ての事業を

ゼロベースで見直し、重点施策へのメリハリの付いた予算配分を行う。 

５ 指示事項 

（１）前例にとらわれず、事業の抜本的な見直しを行い、スクラップアンドビルド

を実行すること。 

（２）議会、決算審査、地域コミュニティ連合会等で取り組みや改善等を行うとし

た事務事業は、十分に検討・調整した上で予算計上すること。 

（３）市民評価、事務事業評価及び施策評価を活用すること。 

（４）災害復旧費など緊急やむを得ないもの以外は原則として補正をしないので、

１年間に見込まれる全ての収入支出を見積もること。 

（５）施設の大規模な維持補修については、ファシリティマネジメントの検討の進

捗にあわせ、今後調整を行うこととする。 

（６）現時点では、国・県の予算、地方財政計画とも未定であるので、現行制度に

基づき見積もることとなるが、その動向には予算要求後にあっても十分留意し、

変更等があれば速やかに財政課に連絡すること。 

 以上の点に配慮して、各部は予算要求に当たり、この基本方針の下、「予算要求要

領」により行うものとする。 

3



4



5



6


